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アコード租税総合研究所所長

仮想通貨を巡る租税法上の取扱い

日時:平成30年6月25日明)午後2時10分~3時

場所:エヌエヌ生命「トレーニングセンター」

本稿は、平成 30年6月25日(月)に、エヌエ

ヌ生命保険株式会社協力のもと一般社団法人ファ

ルクラム・一般社団法人アコード租税総合研究所共

催で開催された公開セミナー「仮想通貨を巡る租税

法上の取扱い」における対談の内容を掲載するもの

である。

なお、講演者等の肩書等は当時のものであり、ま

た本稿の内容は平成31年度税制改正大綱や改正法

案が示される以前のものであるが、当時の議論を尊

重し、加筆訂正は必要最小限にとどめている。あら

かじめお断り申し上げる。

中央大学法科大学院特任教授

ファルクラム代表理事・中央大学商学部教授

●はじめに

酒井:皆さまとんにちは。ただいまご紹介

にあずかりました酒井でビざいます。本日は

ファルクラム及びアコード租税総合研究所の

公開セミナーということで、皆さんと、仮想

通貨を巡る様々な租税法上の問題について考

えてみたいと思います。それでは、早速でご

ざいますが、森信茂樹先生と私との仮想通貨

に関する対談を行いたいと思います。もう既

に、森信先生は会場にお越しいただいており

ますので、森信先生をお呼びしたいと思いま

す。それでは、皆さま、森信先生を拍手でお

迎えくださいませ。どうぞよろしくお願いい

たします。

皆さん、森信先生はよくご存じでいらっし

やると思いますが、私の方から簡単にご紹介

をしたいと思います。

森信先生は、1973年に大蔵省に入省されま

して、在ソ連日本大使館、在ロサンゼルス領

事館、そしてロンドン駐在大蔵省参事、ある

いは、証券局、主税局、東京税関長、また財

務省財務総合政策研究所の所長などをご歴任

され、ご活躍されてとられた先生でございま

す。現在は、中央大学の大学院法務研究科特

任教授として教べんをとる一方、一般社団法

人ジャパン・タックス・インスティチュート

の代表理事・所長をお務めになっていらっし

やいます。

森信先生は、大変多くの著書を発表され、

WEBでも情報発信されていらっしゃいます。

日々皆さんも先生の論稿やコラムなどに触れ

ることが多いのではないかと、思います。先生

は新しい経済事象や様々な社会事象の変容に

素早く対応される学者として第一人者ではな

いかと、私はそのようにみているわけですが、

今日は先生と仮想通貨を巡る租税法上の問題

について時間の許す限り考えてみたいと思い

ます。

資料をご用意いただいておりますますので、

まず先生からお話をしていただいて、その後、

私からビ質問させていただき、いろいろと議

論をしていきたいと思います。それではどう

ぞよろしくお願いいたします。

森イ舌

酒井

茂樹

克彦

●仮想通の問題点

森信:皆さんこんにちは。ご紹介いただき

ました森信です。よろしくぉ願いいたします。



最初に、私の資料に基づいてお話をしたい

と思いますが、仮想通貨については、今いろ

いろ話題になっていますが、税の面ではまだ

まだ解明されていない部分が多いというとと

を指摘しておきたいと思います。

仮想通貨は、「通貨」という名前とそ付いて

いますが、との「バーチャノレカレンシー」は、

G20などでは、仮想通貨は通貨ではないとい

う定義をしているんですね。もちろん日本の

政府、財務省も G20にコミットをしてぃるわ

けで、基本的には通貨とは見ていないという

のが世界の認識です。

マネーロンダリング(以下「マネロン」と

いう。)に利用されるなど、使われ方に極めて

問題が多いということで、通貨との言葉はふ

さわしくないのではないか、ということが根

本にあります。

これを受けて、日本でも本当に通貨なのか

どうかという議論は、経済学者を中心にいろ

いろなされてきています。私と同じ研究所で

働いています東大の経済学の先生で、今は

ICU の先生の岩井克人先生という方がいら

つしゃいますが、彼は、明確に仮想通貨は通

貨としての要件を欠いているとおっしゃって

います。これだけ値動きが激しいと、投機手

段にはなり得ても、安定的な支払手段にはな

り得ないというのが理由です。価格が何十倍

も高騰した以上は、みんな値上がりを期待し

て、とれを買うということになるため、通貨

になることはないのではないか、ということ

をおっしゃっています。本日は、そうした前

提でお話をしたいと思、います。

仮想通貨については、まずは、金融庁が定

義をしましたね。この定義を受けて、みなさ

んご承知のように、消費税は非課税になった

わけですが、世の中に誤解があるのは、通貨

だから非課税になったというわけではないの

ですね。これは、支払手段として使用されて

いる実態を踏まえて、消費税を非課税とする

ということが国会答弁でも行われていまして、
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『改正税法のすべて』にも書いてあります。

だから、通貨だから非課税ということでは、

まずないということですね。

それから問題は、所得税の方です。これは

酒井先生の方がお詳しいと思いますが1厶1才、

財務省主税局で金融所得一体課税、二元的所

得税という制度を調べていました。日本で初

めて翻訳をして、石弘光先生と本間正明先生

が 1998年に、世界の税制の流れとしてデュ

アノレ・インカム・タックスという制度がある

ではないかと。日本もこれしかないよね、と

いうことで、私が主税局の総務課長をしてお

りますときの 1998年の金融商品報告書で初

めて二元的所得税という言葉を世の中に出し

ました。その中で、将来的な方向として、金

融所得は一体的に課税して、効率性という観

点から税率は低くして、勤労所得の累進税率

とは違う形でやろうではないかと位置付ける

考え方を公表しました。

その後、これが二転三転しまして、一言で

言えば、証券業協会とか、証券会社とか、そ

うした金融所得一体課税よりも、株式譲渡益

の非課税とか、当時100万円まで非課税にす

る「塩爺税伶山などがあり、一体税制より非

課税の方がいいということで進まなかったん

ですね。

ところが、民主党政権になって、譲渡益非

課税よりも一体課税を行い、税率をそろえて、

その中で配当とか、幅広く損益通算をできる

ようにした方がいいということで、金融所得

一体課税の議論が復活してきたわけです。

金融所得一体課税というのは、デュアル.

インカム・タックスの片方なんですね。もう

片方は勤労所得の話です。そうした経緯があ

つて、今の金融所得税制ができてぃるわけで

す。

つまり、今の金融税制を見ますと、特定口

座で損益通算をして20%で源泉徴収され、あ

とは申告不要。これが一番金融所得としては

理想的なものです。



なぜこうした税制を採るかにっいては散々

議論され、政府税制調査会の報告書などにも

書いてありますが、唄宇蓄から投資へ」という

当時の大きな政策の流れが背景にあるのです。

唄宇蓄から投資へ」という流れの中で、一般

の投資家が安心して投資できる金融商品には、

優遇税制を設け、そうした新しい税制を適用

してもいいのではないかという考えがあるん

ですね。

ところが、今日のテーマである仮想通貨は

といいますと、ご承知のように、総合課税、

雑所得ということで累進税率が適用されます。

損失も考慮されませんから、ある意味では非

常に厳しい税制ですよね。ここで、藤巻健史

議員の質問に対する藤井健志国税庁次長の答

弁を紹介したいと,思います。これは、藤巻議

員の「原則雑所得となったのは、・一仮想通貨

を支払手段と位置付けたせいだというふうに

理解しておりますが、それでよろしいんでし

ようか。」という質問に答えたものです。

回答を読みますと、「結論は委員ご指摘のと

おりでございます。」とした上で、「ビットコ

インなどの仮想通貨につきましては、御指摘

の資金決済法上、代価の弁済のために不特定

の者に対して使用することができる財産的価

値と規定されており、消費税法上も支払手段

に類するものとして位置付けられております

ので、外国通貨と同様に、その売却又は使用

により生ずる利益は、資産の値上がりによる

譲渡所得とは性質を異にするものであるとい

うふうに考えられるところでございます。」と

あります。

すなわち、譲渡所得ではなく、どの所得に

も属さない、外国為替の差益と同じものだと

いうことで雑所得になり、雑所得になった結

果、この累進税率になり損失は考慮されない

ととになっているんですね。

それで、おそらく 2017年に儲けた人、つ

まり 2018年の確定申告では相当利益を上げ

た人がたくさん出てきたということですが、
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来年2019年になると、おそらくそうでない

人、つまり損失を抱えた人がたくさん出てく

ると思います。ととろが、雑所得である以上、

その人はどうしようもない。 1年前にあれだ

け値上がったときに税金を払ったのに、今年

は何も面倒みてくれない、損失繰越しが認め

られないのはおかしいのではないか、という

声が出てくると思います。

ご承知かもしれませんが、実は、これはFX

のときと話が似ているのです。 FX に対する

税制は、もともと今の仮想通貨に対する税制

のような非常に厳しい税制だったのですが、

2012年に申告分離 20%へと変わりました。

変わった理由としては、私の理解ですが、2つ

あって、1 つは先物取引というのが非常に価

格形成に有能な機能を持っていると。すなわ

ち、これは売りと買いの価格をならす、りス

クをならすという意味において、公平で透明

な価格指標の提供というそれなりの有能な機

能を負っているというととですね。とれが第

1番目の理由です。

それから2番目に、これは先ほどの金融所

得一体課税とも関係するのですが、こうした

役割を負っている金融商品を取引することが、

幅広い投資家の参加を促すことに繋がり国民

経済の観点から重要であるという評価で、租

税特別措置として政策理由がある。との2つ

の理由を基に現在 20%の申告分雛になって

いるわけですね。それでこのデリバティブの

中での損益通算もできるようになっているわ

けです。

私の言いたいととはもうぉ分かりかと思い

ますが、今のところ、仮想通貨の税制は、最

も厳しい税制ですが、それが今お話しました

FX のようなものに変わっていく可能性があ

るのかないのか、というととが問題だという

ことですね。

そうすると、1番目の公正で透明な価格形

成が行われるためには、インサイダー、相場

操縦などの不公正な意図を防止する法的な手



当てがある金融商品取引法(以下「金商法」

という。)で、まずきちんと金融商品に位置付

けることが必要だということです。とれは主

税局の話ではなくて、金融庁の話です(筆者

注:その後の金融庁の検討の方向として、仮

想通貨の中の一部について、この方向で検討

するということのようである。)。

それからさらに、これは租税特別措置です

から、先ほど言いましたように租税特別措置

の適用を受けるための政策的な意義として、

広く一般投資家が参加するような金融商品に

なることが必要であるわけです。こうした二

重の、いわば乗り越えるべきハードノレがある

と私は思っております。
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まさに仮想通貨を巡る政府の対応というの

は、ネム(NEM)の流出で大騒ぎになりまし

たが、そのほかにも詐欺的なものをどのよう

に排除できるかでしょうね。

まず1つ目として、ユーザーレベノレの問題

として詐欺的な取扱いをいかに排除できるか。

2 つ目は、取引所レベルでのセキュリティの

問題。 3 つ目はもう少し大きく見てマネロン

対策ですね。こういったものをどうクリアで

きるか。これらの問題はおそらく仮想通貨を

巡る政府の取組みの中心になってくるかと思

います。

仮に、そういったものを乗り越えたものと

して法的に担保できれば、まず1つ目のハー

ドルは乗り越えられるというととでよろしい

でしょうか。●仮想通の位置付け

酒井:短いお時問の中で大変分かりやすく

お話をいただきました。ありがとうございま

す。

それでは早速、今の先生のお話をお伺いし

たところで、私から少しお尋ねします。

仮想通貨に関しては、この取引業者、ある

いはマイニングというものに参加する人たち

とか、もちろん投資家の人たち、いろんな人

たちから、今後いろいろな意見が出てくると

思、うのです。おそらく、先ほど先生のお話に

もありましたように、極めて厳しい税制上の

取扱いになっている、雑所得になっているの

で、損失が出ても他の所得と損失通算できな

いし、あるいは損失の繰越しができないなど

の問題があります。単年度計算しかできない

わけすね。これを変えてほしいという声など

が出てくるでしょうね。

ところが、これを乗り越えるとすれば、イ

ンサイダーといったような不公正取引を防止

するちゃんとした手当てができているのかと

いった点が問われるのでしょうね。これは金

商法マターの話かもしれませんが、こうした

点がありました。

森信:それは金融庁の話ですが、もし本当

に金商法にちゃんと位置付けられれば、それ

はそれでイメージが変わるのではないかと,思

います。ただ、このハードノレは極めて高いと

思いますね。特にマネロンとか、詐欺まがい

の取引がありますからね。それを金融庁がど

うするか。金融庁も、昔は仮想通貨で世界を

リードするのだという感じがあったけれど、

今は不祥事の多い仮想、通貨に対してそうした

感じは消えていると私は思います。

●仮想通を巡る世界勢

酒井:なるほど。先ほど、金融所得一体課

税の議論の変遷の中で、国民経済の観点から

の重要性というぉ話がありましたが、わが国

は一国だけで生きているわけではないので、

他国との関わりですとか、ワールドワイドに

ものを考えていかなけれぱいけないと。先生

も普段そうしたことをお話されますが、そう

いう観点が必要だと思うんですね。

そこで、考えてみると、今年(2018年)の

年度内に政府として仮想通貨に乗りだそうと



している国がいくつかあるわけですが、例え

ぱスウェーデンが、「eクローナ」というもの

を使うだろうと、これはもう既に発表済みで

すね。また、ウルグァイが「eぺソ」という

ものを行い、ロシアでは、プーチン大統領が

関心を持っていると報道されていて、ロシア

は政府通貨としてとれを持ってくるのではな

いかなどといわれています。あるいは今、中

国は 2017年から取引所とマイニングを禁止

していますが、これに対しては、政府通貨と

してやっていく方向性を持っているのではな

いかと言われたりしています。

また、 ECB (欧州中央銀行)が、今エスト

ニアとかに非常に強いプレッシャーをかけて

いるのは、どうもそのECB自体が、仮想通貨

に乗り出そうとしているのではないかと。と

れは観測ですが、そうした見方もあるようで

す。そのような中、小さな国レベノレ、特に工

ストニアとかは非常に進んでいますが、そう

した国レベルでは、ここから、あるいは政府

通貨としての取組みがあるようです。

あまり仮定の話をしても生産的でないかも

しれませんが、もし仮に、中国が乗り出した

ら、ドルという基軸通貨自体が脅かされかね

ない。要するに、中国はあれだけの人口を抱

えていますから、仮想通貨を通貨制度として

用いると、だいぶ様相が変わってくるのでは

ないかという気がいたします。

そうした面から言うと、もしかしたら日本

政府もある程度、世界的な波に乗る可能性が

あるのかなと思うのですが、それはあまりに

も楽観的な見方でしょうか。
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を作る。エストニアの場合はもう、いつロシ

アから攻められるか分からないから、これは

バーチャノレなガバメントをつくろうというこ

ともやっているわけですね。それに対して、

普通の国はまずそうしたことを考えていない

わけですね。

そして、中国ですか。これは私もよく知り

ませんけれど、これまでいろんな人と話した

限りでは、なぜ中国が禁止したかといえぱ、

一言で言えば共産党がコントロールできない

からだと思います。仮想通貨だけは本当にコ

ントロールできない。実名制にしようにもで

きない。つまり、中国の発想としては、自分

たちの手に負えないものは入れない。ものす

ビく明瞭だと思いますね。

そう考えると、仮に 100パーセント透明性

が確保されるようになれば容認するかもしれ

ませんが、そうすると何のための仮想通貨な

のかという話にもなりますから、常識的に考

えれば、中国がこれを大々的に認めていく可

能性は極めて低いという感じがしています。

森信:これは全く私の感想ですけれど。ま

ず、今色々な国が挙がっていますが、こうし

た国は皆それぞれ理由があるんですね、仮想

通貨を作りたい理由です。例えぱ、ベネズエ

ラは、経済的価値をバックグラウンドとした

通貨がないわけですから、それに代わるもの

を用意したいので石油を担保にして仮想通貨

●仮想通貨は通貨か?

酒井:ありがとうございます。報道による

と、以前、日本銀行の黒田東彦総裁は、仮想

通貨は「通貨」ではなく、仮想「財産」とで

も表現すべきというコメントをされたことが

あります。このようなコメントにみられるよ

うに、政府の考え方は、先生が先ほどおっし

やったように、仮想通貨というものを通貨と

して見ることには否定的であると思います。

通貨の 3要素(尺度・交換・保存)とよく言

つたりしますよね。価値の尺度としてブレが

ないかとか、強制換価性があるという意味で

の「交換」、あるいは、貯蓄、備蓄性があるか

とか、何よりも脆弱性の高いものは認められ

ないわけですよね。

仮想通貨はやはり今これだけ値動きが激し

いわけですよね。株価でいうと平均変動率で



1日 1%動くか動かないかですけれど、仮想

通貨に至っては 6%ぐらい動いてしまう。こ

のように、すごいボラティリティーが高いこ

とを考えると、そうした意味では、安定性の

観点においては非常に危ないのではないかと

いうことはいえますよね。また、既に確認を

いたしましたが、マネロンに利用されるおそ

れがあるなどのブラックなところで、アンダ

ーグラウンドな取扱いが行われるのではない

か、詐欺が行われるのではないか。あるいは、

広く多くの人が持っているとはいっても、実

は125万人ぐらいしか日本では持っていなく

て、その中でもほとんどが死に口座で動いて

いる口座はすごく少ないらしい。そうした意

味で、通用力という点でも、もちろん強制通

用力はおろか、一般的な通用力すらも微妙と

いうことでしょうか。

最近、本屋さんに行くと、『アフター・ビッ

トコイン』という本がすビく売れているみた

いですね(編注:対談当H剖。お読みになった

方もいらっしゃるかもしれませんが。ビット

コインはそろそろ危ないのではないかと。マ

イニングも 1,600 でしたっけ、ビットコイン

つて罰邱艮があるらしいですが、今はもう

1,250 ぐらいまで発掘されちゃっていますの

で、そうすると、今後さらにマイニングで新

しいものが出てくる余地は減ってくると。こ

れから価値はさらにどんどん広がっていくと

いうのはあり得ないのではないかという意見

も出ています。

そうした悲観的な意見もありますよね。た

だ、他方でこの仮想通貨の仕組みに密着して

いる技術の 1つにブロックチェーンというも

のがあります。仮想通貨はブロックチェーン

という技術を使って資産移転をすることにな

つているのですが、ブロックチェーン自体に

つぃて、先生は何かお考えはありますでしょ

うか。
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●ブロックチェーン技術の将来性

森信:はい。私は、いつもお話しているの

です。あえていえば3層になっていると。

番下にブロックチェーンという技術があって、

これはもう G20 でも高く評価されています

し、 FinTech そのものも、ブロックチェーン

の技術に乗って広まっているわけですね。プ

ラットホームを挟んで、ホストとゲストとい

うか、 1対 1で、「peerto peer」みたいな形

での取引を完全にセーフティをかけた形でや

れるのは、送金などブロックチェーン技術が

最も安くて効率的だということで、とれはど

んどん進んでいくと思います。

銀行の業務なども、 peertopeer になって

いくから、これから大変だということがよく

いわれているわけですね。ブロックチェーン

が一番下にあって、これは皆さん誰に聞いて

も新たな経済をつくっていく最新技術だとい

う大きな評価があるわけですね。

その上に仮想通貨というものが乗っかって

いる。私はさらにその上に、よくいわれる

旺CO」というんですか。これがまたいろい

ろあって難しい。1P0 じゃなくてICO。とれ

が何と言いますか、詐欺まがいのものが多い

んですね。会社法上、金商法上、資金調達し

ようとしても極めて厳しい規制がありますよ

ね。これに対して、1C0でやるとインターネ

ツトで目論見書みたいなものを作れぱ資金調

達が可能となるということが現実に行われて

いて。この間も新聞に出ていましたが、だい

ぶ目論見書と違うとか、利回りも全然違うと

か問題が多く見受けられます。

私は、シェアリングみたいな形で遊休資産

を交換するような形での、そのようなものは

あり得ると思います。また地域通貨みたいな

形で、自分の余っている労働力とコインを介

在させて、それを別物と換えていくというよ

うな、そうしたようなものはあり得ると思い



ます。しかし、いわゆる会社の何億、何十億

というような資金調達手段としては、不公正

取引などの防止ができていない以上、極めて

問題が多いと思われます。

そうした意味では、なんとなぐ怪しげな1唄

番でいくと、私は一番上にIC0があって、真

ん中に仮想通貨があって、一番下にこれはし

つかりとした技術としてのブロックチェーン

があるのではないかと勝手に思っています。
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酒井:ありがとうございます。 1C0 は

「1nitialcoinofferin別というのですが、「ク

ラウドファンディング」みたいなイメージと

いえぱよろしいでしょうか。スタートアップ

の企業がお金を集めるときに株式を公開して

お金を集めるのとイメージは同じで、お金を

集める手法として、仮想通貨を使うんです。

実は、それが結構、お金の持ち逃げみたい

な話になっていたり、あるいは、先ほど先生

が目論見書の作りが嘘っぱちだったというケ

ースを指摘されていました。これは「ホワイ

トペーパー」というのですが、このホワイト

ペーパーの作成は、本当は非常に厳しくて、

何度も、何度も金融庁とやりとりする必要が

あるようなのですが、それでも、非常にダー

ティーなイメージがあるのは、おっしゃると

おりだと思います。中国では 100 本ぐらい

IC0が作られたのですが、ものすごいお金を

持ち逃げしたというので IC0 の評価が思い

切り下がったという経緯もあります。

そう考えると、もう一度お話を戻しますと、

仮想通貨が真ん中で、一番上がIC0でしたね。

一番下にしっかりとしているという意味では、

ブロックチェーンという技術があるのではな

いかというぉ話でした。ブロックチェーンと

は、ちょっと技待珀勺な話は今日ここではいた

しませんが、言ってみれぱ、その取引の内容

をあるコンピュータの中に書き込んでおいて、

その書き込んだものを改ざんされないように、

次の取引をした人、次の取引をした人一・と、

みんなが記録を書き込みしていって、後から

改ざんができないようにする。絶対に改ざん

ができないような仕組みを作ってしまおうと。

これまで、過去10年間の仮想通貨の、例え

ぱビットコインの取引などは、もう全部 1本

の数珠のようにつながったログみたいなもの

に書き込まれているわけですね。だからこそ、

人の名前こそは匿名でも、取引自体はごまか

すことができない仕組みになっているわけで

す。

この仕組みがなぜ広まったかというと、ま

さに仮想通貨のおかげというわけです。です

から、仮想通貨の議論をするときにブロック

チェーンの議論は避けて通れないのですね。

ただし、仮想通貨が本当に通貨としてこれか

ら通用力を持つかと言えは、ハードノレは高い

と、先ほど森信先生がご懸念されていました。

でも、仮想通貨がそんなに盛り上がらなかっ

たとしても、今の先生のお話ですと、ブロッ

クチェーンという技術は残るのではないかと

思われます。あるいは、ブロックチェーン自

体は、これからいろいろと汎用性を持って、

将来的にいろんなものに活用されるのではな

いかというぉ話でした。

国連には四十何種類の部屋がありいろん、

な委員会とかあると思うのですが、そのうち

半分以上が実際に、もうブロックチェーンの

研究をしているそうです。この間、国連の勉

強会に行ってきたのですが、世界には、銀行

口座を持っていない人たちがたくさんいます

よね。あるいは、国を持っていない、ノーカ

ントリー、まさに国を追われて逃げている人

たちがいますよね。あと、家を持っていない

人たち、例えぱDV とかでどうしても家に帰

れないという人たち。様々なそういったデラ

シネ(根無し草)、すなわち故郷を喪失した人

たちが、世界中には、もう何百万、何十万人

という単位でいるわけですよね。

ところが、彼らにどうやったら資金提供や

援助ができるかというと、銀行口座を持って



いないし、名前も明らかにできない。名前を

明らかにしたらまた見つかってしまいますか

ら、明らかにできない。そこで、そうした難

民の人たちを救済するための技術として、ま

さに今ブロックチェーンが開発・研究されて

いるというようなことをお聞きしました。

実際に、日本でも「日本版ブロックチェー

ン」というのでしょうか、みずほ銀行やゆう

ちょ銀行が、ブロックチェーンを使った仮想

通貨の 1つとして、「J コイン」というものを

今研究していますし、三菱 UFJ 銀行では

「MUFG コイン」というもの(編注:その後、

2018年10月、「coin」に名称変更する旨が公

表された。)がもうすぐ出来上がると思、うので

すが、こういったものをやっているわけです

ね。

そうした意味では、この仮想通貨まわりと

いうのは、明るい話とちょっとダーティーな

話が何か玉石混交となっていまして、実際ど

この話をしようとしているのかによっても見

え方が違ってくると思いますね。そうした意

味では、先ほどの先生のお話ですと、税制は

やはり安全な、安心して投資できるような環

境に資金シフトをさせることが狙いで、それ

が唄宇蓄から投資へ」の移行に繋がるわけで

す。このように考えると、その安全陛・安心

性が担保されない限りは、金融商品の中に仮

想通貨を取り込むことは難しいと、こうした

流れになるのかと考えます。
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なり厳しいのではないかということを議論し

ています。これは雑所得自体を駄目とするの

ではなくて、雑所得として他の所得と区分す

るのは、それ自体はいいとしても、雑所得に

おいて損失の繰延べというものをある程度認

めることはできないか、という提案なのです。

先ほど、安心できない取引に税制が援助す

ることは難しいという文脈がありましたが、

資金決済法という法律において、いわば適格

仮想通貨のように、適格性を持つものと、適

格性を持っていないものにきちんと分けるこ

とができるのであれば、適格性のあるものに

ついては損失の繰延べを認めてもいいのでは

ないかという提案をしたわけです。

また、時間の制約もありますので十分なお

話はできませんが、私たちはマイクロトラン

ザクションという考え方を取り入れるべきで

はないかとも提案しております。これは、例

えば、仮想通貨を使ってビックカメラでカメ

ラを買いましたとか、あるいは、エイチ・ア

イ・エスで旅行を申し込みましたといった場

現行の取扱いでは、個々の小さい金額のメ△、
ロ、

取引についても全部損益計算をして利益の実

現があったということで、課税対象にする仕

組みになっているのですが、これがあまりに

も非現実的すぎて、それはできないのではな

いかと思、うんですね。要するに、日々の取引

に使いにくくするのは、果たしていかがなも

のかという疑問があるところから、少額省略

方式を導入してはどうだろうかという提案を

しております。これは財政当局も、税務当局

も、もうとてもじゃないけれど、そんなもの

は追いかけられませんから、お互いのために

というか、利用する側、あるいは徴収する側

双方のために、少額省略制度を設けてはどう

かというようなことを提言しております。

また、実際に確定申告しようと思っても、

そうした投資家の人たちに、どれだけの租税

リテラシーがあるか分かりません。そうする

と、きちんと取得価格を明確に記帳している

●仮想通貨に係る所得税上の問

酒井:実は、今日の皆さんにお配りした資

料の中にもございますが、私ども有志で暗号

通貨の勉強会である「暗号通貨に関する租税

制度研究会」というものをやっているんです。

この勉強会ではどういうことを議論している

かというと、実はこの勉強会には、現職の当

局の職員もいまして一緒に議論しているので

すが、仮想通貨の所得が雑所得というのはか



かどうかが必ずしも明らかではなくて、もし

かしたら、この会場にいらっしゃる先生方の

中にも確定申告の際に、顧客に取得価格はい

くらですかと聞いても、全然分からないなん

て人はいくらでもいるのではないかと,思うの

です。

そうした人がいることを考えますと、取得

価格の推定計算といった取扱いが必要ではな

いかと考えております。推定計算については、

既に租税特別措置法の中に規定がございます。

今、士地の取得価格が分からない場合に、取

得費の額を売った金額の 5%相当とするとい

う規定がありますが(措法 31の 4①)、こう

いったものを仮想通貨の中に取り込んで推定

計算のしやすさみたいなものも同時に手当て

すべきではないか。とんな提案をしておりま

す。

やはり森信先生がおっしゃるように、他の

金融商品との損益通算を認めるのは、まだま

だ、今の状況では現実的ではないように思わ

れますが、そういったいくつかのマイナーチ

エンジといいましょうか、そうした提案を考

えているのです。

先生、ご感想などがあれぱありがたいので

すが。

AccordTaxReview NO.11・ 12 2019.2

尺度として機能していないと述べました。つ

まり、なぜ仮想通貨を持つかというと、将来

値上がりする期待があるから買うわけですね。

値下がりしていれば売らない。値上がりして

いれぱ売る。そうしたことで、非常にボラテ

イリティーも高いし、投機性も高い。だから、

今の状況を考えれば、投資というよりは、投

機と位置付けられているのだと思います。

それから、今の最後のいろんな現実の税務

行政、納税申告のお話についてコメントする

と、皆さんご承知のように、私が聞いており

ますのは、 4月に仮想通貨団体が 1つになり

ましたね。この団体と国税庁が今、仮想通貨

の申告に係る環境整備の研究会というのを立

ち上げて、毎月1回集まっています。

そとで具体的な申告の方法について研究が

行われています。売買のデータがあるわけで

すから、それを税務申告にフィットさせるよ

うなアプリを開発するというような方向で検

討が進んでいると聞きます。個人の取得価格、

ベーシスといったものが技郁珀勺に計算可能だ

といわれていますから、ビットコインの課税

の計算については、そうした彼らの IT の発

達で解消していくしかないというか、それが

一番王道だと私は思っています。

森信:酒井先生のお話に、あえて少々コメ

ントすれぱ、三菱UFJ銀行などが取り組んで

いるものは仮想通貨というよりは、送金手数

料を要するにF加Techでやろうというような

意味で、私はあれは仮想通貨というよりは

F血Tech だと思うんですね。しかも、あの価

値は 1 ビットコイン=1円という、要するに

実物の裏付けのある形で取引を想定していま

すよね。いわゆる仮想通貨というのは全く経

済的な裏付けがないものなのですから、三菱

UFJ銀行のものは FinTech と言ったほうが、

私はいいのではないかなと思います。

それからもう1つ、一番はじめに仮想通貨

の最大の問題は価値が安定しないため、価値

●仮想通の課題と展望

酒井:ありがとうございました。先ほど仮

想通貨といってもいろいろあるのではないか

と、私申し上げたつもりなのですが、まだま

だ、何て言うんですかね、標準的な性質付け、

性格付けができていない段階です。

先ほど申しましたように、仮想通貨をやっ

ている人の数が多いとはいっても、何かよく

「億り人」とか、報道されているかもしれま

せんが、そのような人が目立つだけで全体か

ら見るとほんのまだ、全投資家、仮に一般の

株程度に多くの人が投資をするものと比べれ

ぱ、おそらくほんの 1%もまだ進んでいない



ようなレベルでしょうし、機関投資家も手を

出しているわけではないですから、この段階

でどうこうというのは、なかなか難しい面が

ありますよね。やはり税制はある程度慎重な

態度で臨まなければいけないというのが、森

信先生のご見解でもあるのかもしれません。

ビットフライヤーという会社が発表してい

るところによると、年内に 20 万店ぐらい仮

想通貨を使えるようなお店を増やすという話

ですが、それもどうなるのか正直分からない

ですね。どれぐらいの人が日々の生活資金と

して、資産として仮想通貨を使うのかという

ようなところは慎重に見極めていく必要があ

るというととでしょうね。

他方で、国内には今どのぐらいのタンス預

金があるかと言うと、約 43 兆円とも言われ

ております。先ほど冒頭にお話もありました

ように、森信先生はこれまで長い間、金融商

品を、唄宇蓄から投資へ」というような、こう

いった政策にいろんな形で関与されてこられ

たわけですが、もし、この仮想通貨一その時

は仮想通貨という名前かどうか分かりません

がーこうしたものが社会的認知を得て、また

安心してある程度の通用力を持つととになる

と、もしかしたら貯蓄から投資への文脈に仮

想通貨が仲間入りをすることもあり得るんで

しょうか。先生、どうでしょうか。
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FX に投資をしていた人が、より稼ぎたい人

たちが仮想通貨に流れてきているというよう

なことで、何か、経済のファンダメンタノレズ

に基づかない、そうしたバーチャノレなカレン

シーが金商法にどのように位置付けられるか、

一方で金融庁は不正取引、相場操縦は規制し

たいというジレンマになると,思います。

ただ、 FinTech は違うということですね。

あるいは、もう1つ、さっき酒井先生がおっ

しゃった、いろんなレベノレがあるので、先ほ

ど言いましたが、このシェアリングェコノミ

ーのときも遊休の資産と資産を交換するよう

なときの介在としての仮想通貨、あるいは地

域通貨という在り方は想定できます。ここで

ボランティアをすると何か券がもらえて、子

守の2時間ぐらいをただにしてもらえるとか、

そういったような形でとうしたものが普及し

ていく可能性は十分あると思います。

ただ、価値の尺度がないので、通貨として

の発達は見込まれないと1"よ考えています。

そうすると何なんだろう、という感じになっ

ていくのではないかなと思っています。

森信:私の本音を言わせてもらえれば、仮

想通貨には価値の経済的裏付けがないですよ

ね。円が上がる、下がる。これは日本経済、

あるいは貿易輸出とか、金利とか、そうした

ファンダメンタルズと関係しているからその

通貨価値が動くわけですが、仮想通貨には全

くそうしたものはないわけです。だから、中

国が規制したら突然下がる。ある事故があっ

たら下がる。あるいは、投資家がワッと買え

ぱ高騰する。仮想通貨には今、FXに投資をし

ている人が相当流れているといわれています。

FX の値がなかなか動かない。だから今まで

酒井:なるほど。ありがとうございます。

もう時間がありませんが、かのNTTだって、

最初に上場した時はあんなに大騒ぎしたけれ

ど、すぐに冷え込んだりして、株もこんなに

動くのかと、その時いろいろ思ったりしまし

た。やはり、個々の商品の話じゃなくて市場

全体を見ると、まだまだ不安な部分が多いこ

とが明らかになってまいりました。

NTT ドコモは、 NTf とは別ですが、ドコ

モの一部上場は 1998年なんですよね。今、

2018年です。たった20年の間にこんなにみ

んなが携帯を持つようになったという。時代

の動きというのは本当に早いなと思います。

パソコンで初めて本格普及した OS が

「whldowS95」ですが、あれが 1995年です

からね。あれから、今やパソコンをやらない

人はいないという時代になりましたが、
^^

、^、^



で議論しているお話も、「あの頃はあんなとと

を言っていたよね」と言って、もう 10年たっ

たら仮想通貨なんていう言葉は死語になって

いるかもしれませんし、もしかしたらみんな

が仮想通貨を使っているかもしれませんし。

本当に「一寸先は闇」のような気がいたしま

すね。

租税法というのは、やはりそうした意味で

は、常に社会の変容、経済の動きというのを

キャッチアップしながらやっていかなければ

いけませんし、ここにお集まりの税理士・公

認会計士の先生方もそうしたところでご苦労

されていらっしゃるのだろうと思います。だ

からこそ、こうした勉強会に来られているわ

けですが、ぜひ、こういった仮想通貨の研究

にも、森信先生のご経験と知見をお借りして、

いろいろ勉強していきたいなと、私などは思

うわけであります。

最終的には、金雨折テ政のほうで、とれがい

いものと認められるのかどうかにかかってい

て、税制としては、その動向をウエイティン

グボックスで待っているしかないととろがあ

るのかもしれません。

先ほどのお話にも出てきましたが、当初は、

デリバティブだって「本当は何なの」、 N蚤し

いものじゃないのか」と言っていた時代もあ

りましたし、 FX 取引は今や金融商品の仲間

入りをしましたが、最初はそうではありませ

んでした。もっとも、何でもいいというわけ

ではないですよね。ご存じのとおり、適格FX

だけを損益通算の対象とするわけです。です

から、「くりっく 365」とか、ああいったもの

だけはいいでしょうとしているわけです。そ

れ以外のものは依然としてまだいっぱいある

でしょうけれど、対象とはしていないのです。

そういった見極めが、いつになったらできる

ようになるのかということを、しっかりと勉

強していかなけれぱいけないと改めて思った

次第です。
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先生、お時間もありませんので最後に1つ

お伺いしますが、来年の税制改正に向けて、

仮想通貨に関して何か議論されていることが

あるのでしょうか。ご存じでしたらお教えて

いただけますでしょうか。

森信:仮想通貨自体の税制については議論

はないと思います。まず、とにかく金商法に

位置付けられるかどうか。その議論も行われ

ているとは思えないですね。だから、税の関

係で進んでいくのは、実際の申告のときの取

得価格などをどう計算するか、それをどう申

告に結びつけるかという技徒珀勺な面での対応

でしょうか。

酒井:そうですね。

森信:購入者が所得計算できるようなアプ

りを取引所・交換所が開発し購入者に提供で

きるかと。途中で消費したときにも譲渡益が

発生することになっているわけですから、そ

のときの実際の数字のやりとりをどのように

計算できるのかということが、勉強会で出て

くるのではないかと思いますね。

これをちゃんとやらないと、結局、国税庁

も損をするし、業界も損をすると思うんです

ね。税制改正ではないと,思いますが、おそら

く税制改正大綱には、そのようなことが書か

れる可育目性はあると思います。

酒井:ありがとうございました。東京大学

の神作裕之先生が座長として研究会をやって

いらっしゃいますけれど、またそうした情報

もキャッチアップして、皆さんにフィードバ

ツクできるように、私も努めたいと思います。

本日は、大変お忙しい中、森信先生に私ど

もの勉強会にお越しいただき、いろいろと興

味深いお話をお聞きすることができました。

本日は、どうもありがとうございました。
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